
 

介護保険制度に関する重点提言 
 

 介護保険制度の円滑な運営を図るため、国は、特に次の事項について積極的

な措置を講じられたい。  
 
１．持続可能な介護保険制度について  
（１）将来にわたり安定的な制度とするため、今後の改正に当たっては、利用

者の自立支援等の観点を踏まえたうえで、持続可能な介護保険制度の確立

を図ること。  
（２）介護保険財政の持続的かつ安定的な運営のため、都市自治体の個々の実

態を考慮しつつ、将来にわたって都市自治体の財政負担や被保険者の保険

料負担が過重とならないよう、国費負担割合を引き上げること。  
   また、調整交付金は別枠化すること。  
 
２．保険者機能強化推進交付金・介護保険保険者努力支援交付金について  
  国において、必要な予算を確実に確保するとともに、都市自治体における

高齢者の自立支援や重度化防止の取組が一層評価され、推進が図られるよう、

地域の実情を反映した適切な評価方法とすること。  
また、現行の仕組みでは交付額等が不確実であることから、都市自治体が

中長期的な視点で事業実施するための安定的な財源として見込めるよう適切

な措置を講じること。  
 
３．低所得者対策等について  

低所得者に対する保険料や利用料の軽減策については、国の責任において、

財政措置を含め総合的かつ統一的な対策を講じること。  
 
４．地域包括ケアシステムの構築等について  
（１） 地域包括ケアシステムの構築を促進するため、地域住民への普及啓発や、

多様な主体が持続的に活動できる環境整備等、包括的なケアの実施に対す

る財政措置等の必要な支援を講じること。  
（２）地域包括支援センターの機能強化を図るため、主任介護支援専門員や保

健師等の専門職の必要な人員の確保、資格要件や配置基準の見直し、研修



 

体制の見直し等について、財政措置をはじめ十分な支援策を講じること。  
（３）地域支援事業については、都市自治体の財政力や基盤整備の状況が異な

る実情等を踏まえ、以下のとおり適切に配慮すること。  
１）地域支援事業の実施に係る上限額を廃止し、円滑な事業実施のための

財政措置を講じること。  
２）介護予防・日常生活支援総合事業の実施に当たって、都市自治体の財

政や事務の負担が増大していることから、国の責任において確実な軽減

措置を講じること。  
 
５．制度改正について  

制度改正に当たっては、都市自治体への情報提供や意見聴取を十分に行う

とともに、事務負担やシステム改修費等の財政負担に対する支援措置を拡充

すること。  
 
６．介護サービスの基盤整備等について  
（１）介護保険事業計画等に基づくサービス提供の適切な実施や地域格差の是

正のため、地域の実情を踏まえ、財政措置を含む必要な支援や対策を講じ

ること。  
   特に、介護現場における介護ロボットの活用・ＩＣＴ化の促進等につい

ては、十分な財政措置を講じるとともに、情報提供等により事業所が積極

的に導入できる環境整備も併せて推進すること。  
（２）介護職員、介護支援専門員の確保・育成・定着と一層の処遇改善を図る

ため、財政措置の拡充や介護職への理解の促進、介護支援相談員の資格更

新時の負担軽減等の対策を強化すること。  
   特に、山村振興地域等について、慢性的な人材不足が生じている地域の

実情を踏まえた実効ある対策を講じること。  
 
７．介護報酬等について  
（１）介護報酬の改定に当たっては、都市自治体をはじめ関係者の意見を十分

踏まえ、保険料の水準に留意しつつ、簡素、明快な報酬体系を構築するこ

と。  
（２）地域やサービス等の実態に即した、適切な報酬の評価・設定を行うこと。  



 

（３）介護人材確保のため、処遇改善加算の対象を拡充するなど介護職員全体

の賃金水準の底上げを行うこと。  
 


